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指定特定施設入居者生活介護  

指定介護予防特定施設入居者生活介護  

重 要 事 項 説 明 書  
 

 

 

 

 

１．事業者の概要 

経営法人の名称 社会福祉法人 五城目やまゆり会 

法人代表者名 理事長 畠山 順太郎 

所在地 〒０１８－１７２３ 

秋田県南秋田郡五城目町上樋口字樽沢１３７番地 

電話番号 ＴＥＬ  ０１８－８５２－５４００ 

 ＦＡＸ  ０１８－８５２－５０１１ 

設立年月日 平成６年５月２０日 

 

２．当施設の概要 

名称 特定施設 森山荘 

事業の種類 指定特定施設入居者生活介護 

 指定介護予防特定施設入居者生活介護 

管理者 佐藤 卓生（養護老人ホーム施設長を兼務） 

所在地 〒０１８－１７２３ 

秋田県南秋田郡五城目町上樋口字樽沢１８７番地 

電話番号 ＴＥＬ  ０１８－８５２－３２６３ 

 ＦＡＸ  ０１８－８５２－４７６７ 

開設年月日 昭和２７年９月１５日 

改築年月日 昭和４３年１２月１６日 

 平成３年３月２７日 

規約に定めた事業 第一種社会福祉事業 養護老人ホーム 

 

 

 

 

 

 

当施設は、介護保険の指定を受けています。 

（秋田県指定 第 0572315760 号） 
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３．当施設の設備の概要 

敷 地 12,480 ㎡  

建 物 

構 造 鉄筋コンクリート造亜鉛メッキ鋼板葺平屋建 

床面積 1631.68 ㎡  

定 員 50 名 医務室・静養室 34.31 ㎡ 

居 室 
個 室 8.10 ㎡ 食 堂 80.00 ㎡ 

二人部屋 12.42 ㎡ 娯楽室 148.50 ㎡ 

浴 室 一般浴 33.75 ㎡ 洗濯室 11.47 ㎡ 

 

５．職員配置状況 

    （１）管理者     １人（常勤兼務） 

    （２）生活相談員   １人（常勤専従） 

    （３）介護支援専門員 １人（常勤兼務） 

    （４）介護職員    10人以上（常勤兼務） 

    （５）看護職員    １人以上（常勤兼務） 

    （６）機能訓練指導員 １人以上（常勤兼務） 

 

６．利用者対象者 

 特定サービスの利用については、養護老人ホーム入居者のうち、介護保険制度における要 

介護認定の結果、「要介護」と認定された方（介護予防にあっては「要支援」と認定された 

方）が対象となり、当施設と介護サービス（介護予防にあっては介護予防サービス）の利用 

に係わる契約をしていただくことになります。 

 

７. 相談窓口 

社会福祉法人五城目やまゆり会指定特定施設入居者生活介護及び、指定介護予防特定施設 

入居者生活介護事業所が提供するサービスについての相談窓口は、次のとおりです。  

 

         住  所 南秋田郡五城目町上樋口字樽沢１８７番地  

         電話番号 ０１８－８５２－３２６３ 

         担当窓口 生活相談員 
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８.サービスの内容 

（１）基本サービス  

 ① 特定施設サービス計画の作成  

   利用者について、解決するべき課題を把握し、利用者の意向を踏まえたうえで、特定 

   施設入居者生活介護サービスに関わる目標及びその達成時期、サービス内容、サービ 

   スを提供するうえでの留意点を盛り込んだ特定施設サービス計画を作成します。 

 

 ② 利用者の安否の確認  

   施設の職員により、利用者の日常の心身の状況、生活状況を常に気配りいたします。  

 

 ③ 生活相談等  

   生活相談員をはじめ介護職員等が、日常生活に関することなどのご相談に応じます。 

  

（２）サービスの提供  

   特定施設サービス計画に基づき、入浴、排泄、食事等の介護、機能訓練、療養、その他 

  日常生活上の支援について、サービスを提供します。  

 

（３）設備の使用、手続き及び介護サービス等  

   設備の使用、手続き及び介護サービス等については、入居に関する契約書の規程によ 

  るところとしますが、以下の事項についてもご参照ください。  

 

① 食 事  

    朝食  ７：３０～  

    昼食 １２：００～  

    夕食 １７：００～  

  ・食事は栄養士が利用者の病態、摂取状況等に合わせて献立を作成し、調理員が調理を 

   します。 

  ・医師の指示による食事の提供を行うことがあります。  

  ・食事介助は、原則として特定施設サービス計画に沿って対応します。 

   まずは職員へご相談ください。 

 

 ② 入 浴  

  入浴介助は、原則として特定施設サービス計画に沿って対応します。 

  まずは職員へご相談ください。 
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 ③ 居 室 

   当施設は個室が７室で、他は２人部屋になっております。 

   入所後の心身の状況等により、必要に応じて居室を変更することがあります。  

○ 居室移動に関する事項 

（ア）利用者は、原則として入所時に指定された居室を使用するものとします。 

   ただし、適切に介護サービスを受けることが困難な場合であって、次の各号に定め 

   る場合には、事業所に利用していない居室がある場合に限り、利用者の希望により 

   居室を移動できる場合があります。  

１．日照、採光などの環境が、より適切なサービス提供をする合理的な理由があると 

  き。  

２．現に利用している居室の設備等が、より適切なサービス提供をするうえで著しい 

  支障があるとき。  

３．より適切なサービス提供をするうえで、他の利用者との関係が日常生活を送る上 

  で著しい支障があるとき。  

４．その他、既に利用している居室がより適切なサービス提供をするため、利用者の 

  日常生活上において著しい支障があるとき。 

（イ）施設の管理者は、特定施設サービスの提供に著しい支障があると認める場合、利用 

   者の同意を得て居室を移動させることができます。 

（ウ）居室の移動を希望する利用者は、その理由を職員に申し出てください。  

（エ）施設が利用者の居室を移動させる場合は、利用者の同意を得ます。  

（オ）居室移動した利用者は、移動する前に使用していた個室を入居前の現状に復して下 

   さい。また、その費用は利用者の負担とします。  

 

④ その他の介護  

 その他、日常生活上の更衣、排泄、体位変換、施設内の移動の付き添い等の介護は、原則 

 として特定施設サービス計画に沿って対応します。 

 まずは職員へご相談ください。 

 

⑤ 機能訓練  

 日常生活動作の維持または向上を日頃の生活の中で実施しますが、必要に応じて特定施 

 設サービス計画に沿って機能訓練指導員が対応します。 

 まずは職員へご相談ください。 
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⑥ 健康管理 

 利用開始後、健康状態を把握するため、定期的に嘱託医からの診察が受けられます。 

  医療を必要とする場合は、利用者の希望により、下記協力医療機関において診療や入院 

  治療を受けることができます。 

 

  ただし、下記医療機関での優先的な診療・入院治療を保証するものではありません。 

  また、下記医療機関での診療・入院治療を義務づけるものでもありません。 

  医療費は、加入する医療保険制度の定めにより給付され、利用者の自己負担がありま 

  す。（その都度負担額を、直接医療機関に支払っていただきます。） 

  医療機関への受診時の付き添い、通院・入退院の送迎、薬の受領は、原則的に嘱託医、 

  または協力医療機関だけの対応とさせていただきます。 

 まずは職員へご相談ください。  

湖 東 厚 生 病 院 

院 長 名 波多野 善明 

所 在 地 南秋田郡八郎潟町川崎字貝保９８番１ 

電 話 番 号 ０１８－８７５－２１００ 

入 院 設 備 １００床（一般：５６床・回復期リハビリ４４床） 

救急指定の有無 救急告示病院 

協力契約の内容 利用者の必要な受診 

利用者の入院加療が必要となった場合の入院 

利用者が急変した場合の救急受診 ※休止中 

 

佐 々 木 内 科 ク リ ニ ッ ク 

院 長 名 佐々木 力男 

所 在 地 南秋田郡五城目町字鵜ノ木９０－１ 

電 話 番 号 ０１８－８５５－１１８２ 

診 療 科 目 内科・小児科 

協力契約の内容 施設の嘱託医契約 

利用者の定期的な往診 

利用者が急変した場合の緊急往診 

利用者の入院加療が必要となった場合の医療機関の紹介 

 

わ し や 歯 科 医 院 

院 長 名 鷲 谷 一 晴 

所 在 地 南秋田郡五城目町西磯ノ目１－２－１０ 

電話番号 ０１８－８５２－３１４１ 
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（４）サービス利用料金  

 <介護保険給付対象のサービス> 

  別紙、料金表のとおりとします。 

 

 <介護保険給付対象外のサービス> 

  以下のサービスは、利用料金の全額が利用者の負担となります。 

 ① 理容・美容 

 ② 日常生活用品の購入代金等、利用者の日常生活に要する費用で、利用者ご自身にご負 

   担いただくことが適当であるものにかかる費用 

  （例）衣服、履物、歯ブラシ、外部クリーニング代、外食代、外部施設利用料、リハビ 

     リパンツ、諸手続き手数料、その他注文購入品等 

 ③ 特別な介護用品（本人が希望するオムツ代等） 

 ④ 医療費、インフルエンザワクチン等自己負担分 

 ⑤ 各種税金等 

 

（５）その他のサービス  

① 所持品の管理 

 持ち込みできるお荷物は、原則的に居室の収納スペースとなります。 

 なお、貴重品については施設の金庫にお預かりすることもできます。 

② レクリェーション 

 年間を通じて利用者の交流会等の行事を行います。 

 行事によっては別途参加費がかかるものもあります。 

 

（６）利用料金のお支払い方法  

 前記の自己負担に係わる料金・費用は、月末に計算し、原則として現金でお支払いい 

 ただきます。 
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９．サービス利用契約の終了について 

 契約期間満了の３０日前までに利用者から契約終了の申し入れがない場合には、契約は更 

に要介護又は要支援認定期間の満了日まで同じ条件で更新され、以後も同様となります。 

 契約期間は、以下のような事由がない限り、継続してサービスを利用することができます 

が、仮にこのような事項に該当するに至った場合には、事業所との契約は終了します。 

  ① 利用者が死亡された場合 

  ② 利用者が３カ月以上の入院のため退居された場合 

  ③ 要介護又は要支援認定等により、利用者の心身の状況が自立と判定された場合 

  ④ 事業者が解散した場合、破産した場合、又はやむを得ない事由により施設を閉鎖し 

    た場合 

  ⑤ 施設が介護保険の指定を取り消された場合、又は指定を辞退した場合 

  ⑥ 施設の滅失や重大な毀損により、利用者に対するサービスの提供が不可能になった 

    場合 

  ⑦ 利用者から中途契約、又は契約解除の申し出があった場合 

  ⑧ 事業者から契約解除を申し出た場合 

 

（１）利用者からの中途契約・契約解除の申し出 

   契約の有効期間中であっても、利用者から利用契約の全部又は、一部を解約すること 

   ができます。その場合には、契約終了を希望する日の３０日前までに解約書をご提出 

   下さい。 

  

（２）事業者からの契約解除の申し出 

   以下の事項に該当する場合には、本契約の全部又は一部を解除させていただくことが 

   あります。 

  ① 利用者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこ 

    れを告げず、又は不実の告示を行い、その結果、本契約を継続しがたい重大な事情 

    を生じさせた場合 

  ② 利用者によるサービス利用料金の支払いが１カ月以上遅延し、相当期間を定めた催 

    告にもかかわらず、これが支払われない場合 

  ③ 利用者が、故意又は重大な過失により、事業者又はサービス従事者もしくは他の利 

    用者等の財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うことなどによって、本 

    契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

  ④ 利用者の行動が、他の利用者やサービス従事者の生命、身体、健康に重大な影響を 

    及ぼすおそれがあったり、あるいは利用者が重大な自傷行為を繰り返すなど、本契 

    約を継続しがたい重大な事情が生じた場合 
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 （３）契約の一部が解約、又は解除された場合 

    本契約の一部が解約又は解除された場合には、当該サービスに係わる条項は、その 

    効力を失います。 

 

１０．サービス提供における事業者の業務 

 当施設は、利用者に対してサービスを提供するにあたって、次のことを守ります。 

  ① 利用者の生命、身体、財産の安全に配慮します。 

  ② 利用者の体調、健康状態からみて必要な場合には、医師又は看護職員と連携のう 

    え、利用者から聴取、確認します。 

  ③ サービスを行っているときに、利用者の病状に急変が生じた場合その他必要な場合 

    は、速やかに、嘱託医又は協力医療機関への連携を行うとともに必要な措置を講じ 

    ます。 

    また、あらかじめお届けいただいている緊急連絡先へも速やかに連絡を行います。 

  ④ 非常災害に関する具体的計画を策定するとともに、利用者に対して、定期的に避 

    難、救出、その他必要な訓練を行います。 

  ⑤ 利用者が受けている要介護認定の有効期間の満了日の３０日前までに、要介護認定 

    の更新申請のために必要な援助を行います。 

  ⑥ 利用者に提供したサービスについて記録を作成し、５年間保管するとともに、利用 

    者の請求に応じて閲覧させ、複写物を交付します。 

  ⑦ 利用者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行いません。 

    ただし、利用者又は他の利用者等の生命、身体を保護するために緊急やむを得ない 

    場合には、記録を記載するなど、適正な手続きにより身体等を拘束する場合があり 

    ます。 

  ⑧ 事業者及びサービス従事者又は従業員は、サービスを提供するに当たって知り得た 

    入居者又はそのご家族に関する事項を正当な理由なく、第三者に漏洩しません。 

   （守秘義務） 

    ただし、利用者に医療上の必要がある場合には、医療機関等に利用者の心身等の情 

    報を提供します。 

    また、利用者の円滑な退居のために援助を行う際に情報提供を必要とする場合に 

    は、利用者の同意を得て行います。 
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１１．サービスご利用に関する留意事項 

（１）施設・設備の利用上の注意義務等 

  ① 施設、設備、敷地は、その本来の用途に従って利用してください。 

  ② 利用者は、サービスの実施及び安全衛生等の管理上の必要があると認められる場合 

    には、事業者及びサービス従事者が利用者の居室内立ち入り、必要な措置をとるこ 

    とを認めるものとします。 

  ③ 故意に、又はわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設、設備を滅 

    失、破損、汚損もしくは変更した場合には、利用者に自己負担により原状に復して 

    いただくか、又は相当の代価をお支払いいただく場合があります。 

 

（２）施設内禁止行為 

  ① 喧嘩、暴行、中傷、口論、泥酔、薬物乱用等他人に迷惑をかけること。 

  ② 政治活動、営利活動、宗教、習慣等により、自己の利益のために他人の自由を侵害 

    したり、他人に迷惑を及ぼすこと。 

  ③ 決められた場所以外での喫煙。 

  ④ 指定した場所以外で火気を用い、又は自炊すること。 

  ⑤ 施設の秩序、風紀を乱し、又は安全衛生を害すること。 

  ⑥ 故意又は無断で、設備もしくは備品に損害を与え、又はこれらを施設以外に持ち出 

    すこと。 

 

１２．高齢者虐待防止について 

当施設は、入居者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため次の措置を講じ

るものとする。 

（１）虐待防止虐待の防止のための対策を検討するための委員会を定期的に実施し、その結 

果について、職員に周知徹底を図ること。 

（２）事業所において、職員に対し、虐待防止虐待の防止のための研修及び訓練を定期的に

実施すること。 

（３）入居者のサービス提供中に、当該施設職員による虐待を発見した揚合は、速やかに、

これを市町村に通報するものとする。 

 

１３．緊急やむを得ない場合の対応 

 当施設において、利用者がその人らしく安心、安全に生活ができるよう努めてまいります 

が、利用者本人や他の利用者などの生命・身体を保護するために、緊急やむを得ないと判断 

されるときは、次の要件が全て満たされる場合において身体拘束その他行動制限を行う場合 

があります。 

 ただし、いかなる場合においても、身体的、心理的、性的、経済的な虐待や介護放棄など 

は行いません。 
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 身体拘束その他行動制限を行う場合は、施設長、職員などで話し合ったうえ、身元引受人 

へ説明し、同意を得てから行います。 

観察と記録を徹底し、その必要がなくなった場合はすみやかに解除します。 

 

 

１４．事故等発生時の対応について 

 当事業所において、利用者に対するサービス提供中に事故によるケガや、状態の急変など

の緊急事態が発生した場合は、速やかにご家族、嘱託医、協力医療機関などに連絡を行うと 

ともに、適切な措置を講じます。インフルエンザ、食中毒、感染症などが発生した場合も同 

様です。 

 また、必要により、秋田県や市町村など関係機関にも連絡し、その指示に基づいて対応し 

ます。 

 

１５．災害発生時の対応について 

 当事業所において、利用者に対するサービス提供中に火災・地震・その他の災害が発生し 

たときには、人命の安全を第一に、速やかに利用者などの緊急避難を行うとともに、直ちに 

所轄消防署や関係機関などに連絡し、被害の軽減を図るべく適切な措置を講じます。 

また、必要により、秋田県や関係市町村などにも連絡し、その指示に基づいて対応しま

す。 

 

１６．損害賠償について 

（１）当施設において、事業者の責任により利用者に責任が生じた損害については、事業者 

  は速やかにその損害を賠償いたします。ただし、その損害の発生について、利用者に故 

  意又は過失が認められる場合には、利用者の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認め 

  られる場合には、事業者の損害賠償責任を減じる場合があります。 

 

（２）事業者は、自己の責に帰すべき事由がない限り、損害賠償責任を負いません。 

   とりわけ以下の各号に該当する場合には、事業者は損害賠償責任を免れます。 

  ① 利用者（そのご家族、身元引受人等も含む）が、契約締結に際し、利用者の状況及 

    び病歴等の重要事項について、故意にこれを告げず、又は不実の告知を行ったこと 

    に専ら起因して損害が発生した場合 

  ② 利用者（そのご家族、身元引受人等も含む）がサービスの実施に当たって必要な事 

①切迫性： 利用者本人や他の利用者などの生命・身体が危険にさらされる可能性が非常 

に高いこと 

②非代替性：身体拘束その他の行動制限を行う以外に、代替えする介護方法がないこと 

③一時性： 身体拘束その他の行動制限が一時的であること 
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    項に関する聴取・確認に対して、故意にこれを告げず、又は不実な告知を行ったこ 

    とに専ら起因して損害が発生した場合 

  ③ 利用者の急激な体調の変化等、事業者の実施したサービスを原因としない事由に専 

    ら起因して損害が発生した場合 

  ④ 利用者が、事業者もしくはサービス従事者の指示等に反して行った行為に専ら起因 

    して損害が発生した場合 

 

１７．個人情報の取扱いについて 

 事業者は、個人情報に関する法令等を遵守し、「社会福祉法人五城目やまゆり会個人情報保 

護規程」に基づき、業務上知り得た利用者及び家族等に関する個人情報について適正かつ適 

切に取扱い、正当な理由がある場合を除き第三者に漏らしません。 

 これについては契約終了後も同様です。 

 

１８．個人情報の利用目的 

 当施設が取得した個人情報を利用させていただく項目は以下のとおりです。  

 なお、あらかじめ利用者本人の同意を得ないで、利用目的の必要な範囲を超えて個人情報

を取り扱うことはいたしません。  

個人情報の利用目的 

１．利用者への介護サービスの提供に必要な利用目的 

（１）施設内部での利用目的 

  ① 施設が利用者本人に提供する介護サービス 

  ② 認定調査や介護サービスの計画作成に係る業務 

  ③ 介護保険事務 

  ④ 介護サービスの利用に係る施設の管理運営業務のうち、入退居などの管理、会計・経 

    理、事故・緊急時などの報告、利用者本人の介護・医療サービスの向上 

 

（２）他の介護事業者などへの情報提供を伴う利用目的 

  ① 施設が利用者本人に提供する介護サービスのうち、利用者本人が入退居する際の、他 

    の居宅サービス事業者・居宅介護支援事業者などとの連携、照会への回答 

  ② 利用者本人の診療などにあたり、外部の医師との連携、状態の説 明、助言を求める場 

    合 

  ③ ご家族への心身の状態説明 

  ④ 認定調査や居宅サービス計画作成に係る照会への回答 

  ⑤ 介護保険事務のうち、審査支払い機関へのレセプトの提出、審査支払い機関または保 

    険者からの照会への回答 

  ⑥ 損害賠償保険などに係る保険会社などへの相談または届出 
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２．上記以外の利用目的 

（１）施設内部での利用に係る利用目的 

  施設の管理運営業務のうち、介護サービスや業務の維持・改善の基礎資料、施設において 

  行われる学生などの実習への協力、施設において行われる事例研究 

（２）他の事業者などへの情報提供に係る利用目的 

  施設の管理運営業務のうち、外部監査機関・外部評価機関などへの情報提供  

 

１９．苦情の受付について 

  事業所における苦情やご相談は、以下の専用窓口で受付します。 

    苦情・相談・要望などの受付窓口 

苦情受付担当者 

主任生活相談員 栗山 将人 

    電話番号    ０１８－８５２－３２６３ 

受付時間    月～金曜日 ８：３０～１７：３０ 

 

    苦情解決責任者  

森山荘施設長兼管理者 佐藤 卓生 

 

    第三者委員 

          嶋﨑 幸喜   ＴＥＬ ０１８－８７５－２８７６ 

          越高 友子   ＴＥＬ ０１８－８５３－２４２５ 

          島﨑 春美   ＴＥＬ ０１８－８７５－３６３９ 

 

    事業所外機関 

          五城目町福祉保健課 介護保険係 

                  ＴＥＬ ０１８－８５２－５１０７ 

          秋田県福祉サービス相談支援センター 

                  ＴＥＬ ０１８－８５２－３５７２ 

          秋田県国民健康保健団体連合会 介護保険課 

                  ＴＥＬ ０１８－８６２－３８５０ 

 また、第三者委員も直接苦情を受け付けることができます。第三者委員は、苦情解決を円 

滑に図るため、双方への助言や話し合いへの立会いなども致します。 

 苦情解決責任者は、苦情の申し出をされた方と、話し合いによって、円満な解決に努めま 

す。 

 

２０．重要事項の変更について 

上記の概要に変更が生じた場合には、口頭または文書によりお知らせいたします。 
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【別 紙 ： 料 金 表】 

                           令和 ８年 ６月 １日より 

 

１．基本サービス        

  サービスの利用料金は、利用者の介護度によって異なります。 

  下記の表により、要介護度に応じた自己負担額となります。 

                          （１日あたりの金額：単位円） 

特定施設入居者生活介護 

要介護度区分 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

自己負担割合 

（１割） 
５４２ ６０９ ６７９ ７４４ ８１３ 

自己負担割合 

（２割） 
１，０８４ １，２１８ １，３５８ １，４８８ １，６２６ 

 

 

２．サービス提供体制強化加算 

  サービスを提供する介護員のうち、「介護福祉士」を７０％以上配置しておりますので、 

  下記の金額を加算してお支払いください。 

                           （１日あたりの金額：単位円） 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 

自己負担割合 

（１割） 
２２ 

自己負担割合 

（２割） 
４４ 

 

 

３．協力医療機関連携加算              令和 ７年 ４ 月 １日より 

 協力医療機関（湖東厚生病院）と実効性のある連携体制を構築し、入居者の現病歴等の情

報共有を行う会議を定期的に開催していますので、下記の金額を加算してお支払い下さい。 

 

（１月あたりの金額：単位円） 

協力医療機関連携加算（Ⅰ） 

自己負担割合 

（１割） 
１００ 

自己負担割合 

（２割） 
２００ 
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４．高齢者施設等感染症対策向上加算         令和 ７年 ４ 月 １日より 

 新興感染症や一般的な感染症の発生時等に、感染者の診療等を実施する医療機関（湖東厚

生病院）との連携体制を構築し、適切な対応を行っていることと、医療機関（湖東厚生病院）

が定期的に主催する感染対策に関する研修に参加し、助言や指導を受けていますので、下記

の金額を加算してお支払いください。 

 

（１月あたりの金額：単位円） 

高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ） 

自己負担割合 

（１割） 
１０ 

自己負担割合 

（２割） 
２０ 

 

 

５．夜間看護体制加算（Ⅱ）             令和 ７年 6 月 １日より 

 夜間の看護職員体制を強化し、看護職員または病院等との連係により、入居者に対して 

２４時間連絡を取れる体制を確保し、必要に応じて健康上の管理等を実施していますので、

下記の金額を加算してお支払いください。 

（１日あたりの金額：単位円） 

夜間看護体制加算（Ⅱ） 

自己負担割合 

（１割） 
９ 

自己負担割合 

（２割） 
１８ 

 

 

６．介護職員等処遇改善加算              令和 ８年 ６月 １日より 

  法に定める介護職員の処遇改善を行っております。 

  上記１～５に該当する料金の合計額に、下記に定める金額を、更に加算してお支払い 

  ください。 

                     （１日あたりの金額：単位円） 

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）イ 料金合計金額×１４８／１，０００に相当する額 
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緊急時の対応方法 

 利用者に容体の変化等があった場合は、医師に連絡する等必要な措置を講ずるほか、 

 下記に定める緊急連絡先に連絡します。 

 

◎緊急連絡先 

氏  名  続 柄  

住  所  

電話番号  
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                        令和   年   月   日 

 指定特定施設入居者生活介護・指定介護予防特定施設入居者生活介護の利用にあた

り、利用者に対して契約書及び本書面に基づき、重要な事項を説明しました。 

 尚、この契約は令和   年   月   日より適用となります。 

事 

業 

者 

所在地 
〒018-1723 

南秋田郡五城目町上樋口字樽沢１８７番地 

名称 
社会福祉法人五城目やまゆり会 

特定施設 森山荘 

代表者名 管理者 養護老人ホーム施設長 佐藤 卓生  印 

説明者 
所 属 

氏 名 

特定施設 森山荘 

計画作成担当者 栗山 将人  印 

 

 

 私は、契約書及び本書面により、指定特定施設入居者生活介護・指定介護予防特定

施設入居者生活「特定施設 森山荘」の利用にあたり、事業者から重要事項の説明を

受け同意しました。 

利 用 者 

住  所 

〒018-1723 

南秋田郡五城目町上樋口字樽沢１８７番地 

養護老人ホーム 森山荘 

氏  名                 印 

代 理 人 

住  所 

〒 

氏  名                 印 

 


